
 
令和２年度の組織改編及び職員定数について  

  

新たな行政需要・課題などに的確に対応するため、令和２年４月１日から組織を改

編するとともに、各局の定数配分の見直しを行いましたのでお知らせします（行政機

構図については、別紙のとおり）。 

 

１ 組織改編について 

（１）局の新設・改編（当該局内の部及び課の改編等を含む。） 

 ○ 市長公室（新設） 

市民が安全に安心して暮らすことができる持続可能な社会及び市

民が誇れるまちづくりの実現を目指すため、現在の総務局渉外部の一

部、企画財政局企画部の一部、環境経済局経済部の一部及び秘書課を

統合し、新たに局相当の市長公室を設置し、総合政策部及びシビック

プライド推進部を設置します。 

これに伴い、総務局総務部及び渉外部並びに企画財政局企画部を廃

止します。 

  ・新たに設置する課 

部 新設課等 主な業務 旧課 

総合政策部 政策課 

 

重要な政策の立案及び

調整、総合計画の推進等 

企画政策課 

ＳＤＧｓ推進室 

（政策課内） 

ＳＤＧｓの推進 

基地対策課 市内米軍基地の返還等

の促進、基地周辺対策等 

渉外課の一部 

シビックプラ

イド推進部 

観光・シティプロ

モーション課 

観光振興、市内外へ向け

たシティプロモーショ

ンの総合的企画立案等 

シティセール

ス・親善交流課

の一部、商業観

光課の一部 

   ※このほか、企画政策課内の「さがみはら都市みらい研究所」を廃止します。 

 

 ○ 財政局、財政部及び財政課（改編） 

持続可能な都市経営の実現に向け、効果的・効率的な行財政運営の

推進や将来の本市のあるべき姿を見据えた財政構造の構築を図るた

め、現在の企画財政局を「財政局」に、財務部を「財政部」に、財務

課を「財政課」に改編します。 

 

（２）健康福祉局内の部の改編（当該部内の課の改編等を含む。） 

○ 地域包括ケア推進部（新設） 

障害部門と高齢部門を一体化するなど、地域包括支援体制の強化を

図るため、「地域包括ケア推進部」を新たに設置します。 

令和２年２月１０日 

相模原市発表資料 



これに伴い、福祉部及び保険高齢部を廃止します。 

  ・新たに設置する課 

新設課 主な業務 旧課 

地域包括ケア推進課 多機関協働による包括的支援

体制の整備、福祉コミュニティ

の形成、認知症施策等 

指導監査課・地域福

祉課・地域医療課の

一部、障害政策課、

障害福祉サービス

課、高齢政策課、地

域包括ケア推進課、

中央高齢者相談課

の一部 

福祉基盤課 福祉（介護・障害）人材の確保、

社会福祉法人の指導監査、介護

保険・障害福祉サービス事業所

の指定・指導等 

高齢・障害者福祉課 高齢者・障害者福祉施策の企

画・調整、権利擁護、成年後見

制度、生きがい対策等 

高齢・障害者支援課 介護予防、障害支援区分の認定

調査、重度障害者等福祉手当、

重度障害者医療費の助成等 

緑高齢・障害者相談課 高齢者・障害者・精神疾患に関

する相談、高齢者・障害者に係

る福祉サービスの申請、障害者

手帳の交付、補装具の申請等 

緑障害福祉相談課、

緑高齢者相談課 

中央高齢・障害者相談

課 

中央障害福祉相談

課、中央高齢者相談

課の一部 

南高齢・障害者相談課 南障害福祉相談課、

南高齢者相談課 

 

○ 生活福祉部（新設） 

生活保護・医療給付及び医療保険を包括した「生活福祉部」を新た

に設置します。 

  ・新たに設置する課 

新設課 主な業務 旧課 

生活福祉課 民生委員・児童委員への支援、生活保

護施策及び生活困窮者施策、災害援護

（見舞金・弔慰金等）等 

地域福祉課の一部 

保険企画課 国民健康保険事業に係る企画調整、後

期高齢者医療制度・国民年金制度に係

る事務調整等 

地域医療課・国民

健康保険課の一

部、国民年金課 

国保年金課 国民健康保険・後期高齢者医療制度・

国民年金の各種届出の受付等 

  ※このほか、中央第１生活支援課及び中央第２生活支援課を統合し、

「中央生活支援課」に改編します。 

 



○ 保健衛生部（改編） 

医療政策の推進を図るため、現在の保健所と地域医療課の一部及び

国民健康保険診療所を統合し、「保健衛生部」に改編します。 

  ・新たに設置する課 

新設課 主な業務 旧課 

医療政策課 休日・夜間の急病診療体制の確保、医

師及び看護師等修学資金貸付、診療所

の運営等 

地域医療課・国民

健康保険課の一部 

 

（３）課の新設・改編  
 ○ 市民局  
   渉外部から「国際交流」及び「平和」に関する事務を移管します。

また、（仮称）新斎場の整備を推進するため、「斎場準備室」を新たに

設置します。 

新設課等 主な業務 旧課 

区政推進課 区政の総合調整、戸籍・住民基

本台帳・印鑑登録の総括等 

区政支援課 

斎場準備室 

（区政推進課内） 

斎場に係る調整等 

国際課 国際交流・国際化の推進、外国

都市との交流、平和思想の普及

啓発 

シティセールス・親

善交流課の一部、渉

外課の一部 

 

 ○ こども・若者未来局  
健康福祉局から「小児医療費助成」及び「ひとり親家庭等医療費助

成」に関する事務を移管します。  
また、年々増加するとともに複雑化・多様化する児童虐待に対し、

的確かつきめ細かに対応するため、児童相談所に支援の分野ごとに新

たに課を設置します。 

新設課 主な業務 旧課 

子育て給付課 児童手当・児童扶養手当、小児

医療費助成、ひとり親家庭等医

療費助成等 

地域医療課の

一部、こども家

庭課の一部 

 

児童相談所に設置する課 主な業務 旧課 

総務課 児童相談所内の総合調整、里親

支援等 

児童相談所 

相談支援課 児童に関する専門的な相談、一

時保護、施設入所措置等 

養護課 一時保護所 

 



 ○ 環境経済局経済部  
   部内の業務の見直しにより産業政策課、雇用政策課及び商業観光課

を廃止し、新たに２つの課を設置します。 

新設課 主な業務 旧課 

産業・雇用政策課 産業政策や雇用政策等の企画・調整

等 

産業政策課、雇

用政策課、商業

観光課の一部 産業支援課 中小企業の支援及び商業振興等 

 

（４）その他  
 ○ 当麻地区拠点整備事務所  
   当麻地区拠点整備事務所を廃止し、都市整備課に業務を移管します。 

 

○ 緑・中央・南区役所  
環境経済局から「観光行事」及び「野生鳥獣対策」に関する事務 

を移管します。 

 

◎ 組織数の状況  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 職員定数について 

（１）基本的な考え方 

市民の市への誇り及び愛着の醸成の推進、ＳＤＧｓの推進、障害者雇用の推進、

令和元年台風第１９号による災害対応、児童相談所の強化及び児童福祉法改正へ

の対応、救急需要増加への対応などを踏まえ、各局の定数配分の見直しを行いま

した。 
また、令和２年度の職員定数の上限については、事務事業の見直し等による減

員を行いつつも、児童福祉法及び児童相談所運営指針に基づく増員分並びに救急

需要増加等への対応分として３０名の増員が必要なことから、上限を７，８３０

名とし、引き続き適正な管理を行っています。 

区分 令和元年度 変更内容 令和２年度 

公室・局 １１局 新設１ １公室・１１局 

区 ３区 変更なし ３区 

部 ２３部 
新設４ 

廃止５ 
２２部 

課 １８４課 
新設２１ 

１８１課 
廃止２４ 



 
（２）増員の主なもの 

ア 市民の市への誇り及び愛着の醸成の推進           １人 
イ ＳＤＧｓの推進                      ３人 
ウ 障害者雇用の推進                     １人 
エ 公共施設マネジメントの取組の推進             ３人 
オ (仮称)新斎場整備事業の推進                １人 
カ 人権に関する条例の制定                  １人 
キ 生活保護受給世帯の増加への対応              ２人 
ク ねんりんピックかながわ２０２１への対応          ４人 
ケ 危機管理体制の強化                    ５人 
コ 児童福祉法及び児童相談所運営指針に基づく増員      １１人 
サ 次期一般廃棄物最終処分場整備事業の推進          １人 
シ 令和元年台風第１９号による災害対応            ３人 
ス 消防・救急体制の強化                  １９人など 
 

（３）減員の主なもの 

ア ごみ収集業務の民間委託の拡大                         ３２人 
イ 技能職退職者に対する不補充                ９人など 

 
（参考）【相模原市職員定数条例における各部局別の定数】 

議会の事務局の職員  ２３人 
市長の事務部局の職員 ３，３６４人 
選挙管理委員会の事務局の職員  １０人 
監査委員の事務局の職員  １５人 
消防職員 ７３２人 
人事委員会の事務局の職員  １０人 
農業委員会の事務局の職員  １４人 
教育委員会の事務局及び学校 
その他の教育機関の職員 

事務局及び学校以外の 
教育機関の職員 

４０３人 

学校の職員 ３，２５９人 
小計 ３，６６２人 

合計 ７，８３０人 
 

問い合わせ先 
職員課 
電話：042-769-8213 
対応責任者：大田 



※数字は職員定数を表示し、（　）は調整定数で内数 ：新設、改編、名称変更

（4）

ＳＤＧｓ推進室

総 合 政 策 部

情 報 政 策 課

観光・シティプロモーション課

市 長 公 室

基 地 対 策 課

財 政 局

斎場準備室

市 民 局 （次長）

広 聴 広 報 課
シビックプライド推進部 オリンピック・パラ

リンピック推進課

東 京 事 務 所

総 務 局 （次長）

情 報 公 開 課

公文書館

国 際 課

政 策 課

経 営 監 理 課

広 域 行 政 課

区 政 推 進 課

管 財 課

相模原市民ギャラリー 

職 員 課

職員研修所

職 員 厚 生 課

総 務 法 制 課

コンプライアンス推進課

令和２年度　行政機構図

令和2年4月1日

秘 書 課

網掛け

税 制 課

財 政 課

契 約 課

公 共 建 築 課

土 地 利 用 調 整 課

市
 
 
長

副
市
長

債 権 対 策 課

納 税 課

税 務 部 市 民 税 課

資 産 税 課

緑 市 税 事 務 所

南 市 税 事 務 所
4590

危 機 管 理 課
危 機 管 理 局

緊 急 対 策 課（ 危 機 管 理 監 ）

（副危機管理監）

市 民 協 働 推 進 課

文 化 振 興 課

アートラボはしもと

人権・男女共同参画課

交通・地域安 全課

消費生活総合センター

北消費生活センター 

南消費生活センター

財 政 部

別紙
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地域包括ケア推進部

生 活 福 祉 部

介 護 保 険 課

健 康 福 祉 局

相模湖保健福祉課

陽 光 園

こども・若者未来局

医 療 政 策 課

健 康 福 祉 総 務 室

地域包括ケア推進課

福 祉 基 盤 課

高齢・障害者福祉課

高齢・障害者支援課

視覚障害者情報センター

精 神 保 健 福 祉 課

精神保健福祉センター

障害者更生相談所

緑高齢・障害者相談課

中央高齢・障害者相談課

南高齢・障害者相談課

城 山 保 健 福 祉 課

津久井保健福祉課

療育相談室・発達障害支援センター

医療型児童発達支援センター

藤 野 保 健 福 祉 課

生 活 福 祉 課

緑 生 活 支 援 課

中 央 生 活 支 援 課

南 生 活 支 援 課

保 険 企 画 課

国 保 年 金 課

こども・若者政策課

疾 病 対 策 課

生 活 衛 生 課

地 域 保 健 課

大沼・南上溝・陽光台・谷口・大沢・

青少年学習センター 

こども・若者支援課

保育所（2６園） 

相模湖こども園

幼稚園（２園）  [城山・ふじの] 

健 康 増 進 課

中央保健センター

麻溝台・田名・相模原・東林・

串川・青野原・津久井中央・串川東部・

衛 生 研 究 所

上矢部・相原・麻溝・新磯・相武台

城山中央・城山西部

保 育 課

中央子育て支援センター

南子育て支援センター

中野・内郷・千木良・日連

青根児童保育園・鳥屋児童保育園

認定こども園（１園） 

南保健センター

緑保健センター

（次長）

緑子育て支援センター

児童相談所

子 育 て 給 付 課

こ ど も 家 庭 課

国民健康保険青根診療所

国民健康保険内郷診療所

国民健康保険日連診療所

保 健 衛 生 部

総 務 課

相 談 支 援 課

養 護 課
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建築・住まい政策課

津久井地域経済課

環 境 政 策 課

環 境 保 全 課

農 政 課

環 境 経 済 局 環 境 共 生 部 水 み ど り 環 境 課

公 園 課

津久井地域環境課

廃 棄 物 政 策 課

資 源 循 環 推 進 課

廃 棄 物 指 導 課

清 掃 施 設 課

南 清 掃 工 場

資 源 循 環 部 南粗大ごみ事務所

北 清 掃 工 場 　

北粗大ごみ事務所

麻溝台環境事業所

橋本台環境事業所

相模台収集事務所

津久井クリーンセンター

都 市 建 設 総 務 室

技 術 監 理 課

用 地 ・ 補 償 課

都 市 計 画 課

ま ち づ く り 計 画 部 交 通 政 策 課

開 発 調 整 課

建 築 審 査 課

市 営 住 宅 課

リニア駅周辺まちづくり課

都 市 整 備 課

麻溝台・新磯野地区整備事務所 

広域交流拠点推進部 リニア事業対策課

相模原駅周辺まちづくり課

道 路 計 画 課

路 政 課

道 路 整 備 課

道 路 部 河 川 課

緑 土 木 事 務 所

津久井土木事務所

中 央 土 木 事 務 所

南 土 木 事 務 所

下 水 道 経 営 課

下 水 道 料 金 課

下 水 道 部 下 水 道 保 全 課

下 水 道 整 備 課

津久井下水道事務所

経 済 部
産 業 支 援 課

環 境 経 済 総 務 室

産業・雇用政策課

ま ち づ く り 事 業 部

都 市 建 設 局
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（1）

津久井生涯学習センター

相武台分館

区 政 策 課

地 域 振 興 課

橋本まちづくりセンター

区 民 課

橋本パスポートセンター

大沢まちづくりセンター

城山まちづくりセンター

緑 区 役 所 津久井まちづくりセンター

串川出張所

鳥屋出張所

青野原出張所

青根出張所

津久井中央連絡所

相模湖まちづくりセンター

藤野まちづくりセンター

区 政 策 課

地 域 振 興 課

本庁地域まちづくりセンター

中 央 区 役 所 区 民 課

大野北まちづくりセンター

田名まちづくりセンター

上溝まちづくりセンター

区 政 策 課

地 域 振 興 課

大野南まちづくりセンター

区 民 課

相模大野パスポートセンター

南 区 役 所 大野中まちづくりセンター

麻溝まちづくりセンター

新磯まちづくりセンター

相模台まちづくりセンター

相武台まちづくりセンター

教 育 総 務 室

（ 会 計 管 理 者 ） 会 計 課

議 会 総 務 課

◎ 議 会 議 会 局 議 事 課

政 策 調 査 課

（次長）

学 務 課
◎

学 校 保 健 課
教

育

委

員

会

上溝学校給食センター 

教職員給与厚生課

学 校 教 育 部

ふるさと自然体験教室

相模川自然の村野外体験教室

教 育 セ ン タ ー

青少年相談センター

生 涯 学 習 課

生涯学習センター

文 化 財 保 護 課

生 涯 学 習 部 ス ポ ー ツ 課

図 書 館

史跡田名向原遺跡旧石器時代学習館

視聴覚ライブラリー 

相 模 大 野 図 書 館

橋 本 図 書 館

博 物 館

公民館  （32館）

大沢・上溝・橋本・相原･小山・大野南・新磯・

麻溝・田名・大野北・大野中・星が丘・清新・

中央・相模台・相武台・東林・横山・光が丘・

大沼・上鶴間・大野台・陽光台・城山・

津久井中央・青根・相模湖・千木良・藤野中央・

沢井・牧野・佐野川

   幼稚園（2園）　　：再掲

    小学校（7２校）・中学校（37校）　

教 育 局

教 職 員 人 事 課

学 校 教 育 課

学 校 施 設 課

教 育 環 境 部
城山学校給食センター 

東林まちづくりセンター

津久井学校給食センター 
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※　（　）については、市長事務部局の職員が併任

組        織        数

◎ 市選挙管理委員会 市選挙管理委員会事務局

◎ 区選挙管理委員会（3） 区選挙管理委員会事務局

◎ 監査委員 監査委員事務局

◎ 人事委員会 人事委員会事務局

◎ 農業委員会 農業委員会事務局

津久井事務所

◎ 固定資産評価審査委員会

消 防 総 務 課

予 防 課
◎ 消防 消 防 局 （ 副 消 防 局 長 ）

危 険 物 保 安 課

救 急 課

指 令 課

警 防 課

相 模 原 消 防 署

警 備 課

本 署

分 署

査 察 指 導 課

南 消 防 署

警 備 課

本 署

分 署

査 察 指 導 課

北 消 防 署

警 備 課

本 署

分 署

本 署

派出所

分 署

出張所

査 察 指 導 課

津 久 井 消 防 署

警 備 課

◎各福祉事務所を構成する組織
構　成　組　織

緑福祉事務所
緑生活支援課（課長が所長を兼務）、緑高齢・障害者相談課、城山保健福祉課、津久井保健福祉課、
相模湖保健福祉課、藤野保健福祉課、緑子育て支援センター

中央福祉事務所 中央生活支援課（課長が所長を兼務）、中央高齢・障害者相談課、中央子育て支援センター

南福祉事務所 南生活支援課（課長が所長を兼務）、南高齢・障害者相談課、南子育て支援センター

◎部局別組織数及び職員定数

部     局     別 職員定数
局(室) 部 課区

市長事務部局 9 3 15 148 3,364

議会局 1 　 3 23

教育局 1 3 17 3,662

市選挙管理委員会事務局 1 10

区選挙管理委員会事務局 (3) （37）

監査委員事務局 1 15

人事委員会事務局 1 10

農業委員会事務局 1 14

固定資産評価審査委員会 （4）

消防局 1 13 732

合          計 12 3 7,83022 181
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